
 - 1 - 

第 90期 決 算 広 告 
令和元年6月24日 

群馬県安中市板鼻16番地の１ 

関東西濃運輸株式会社 

代表取締役 日比野 利夫 

１   貸 借 対 照 表 
（平成３１年３月３1日現在） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資産の部） 

流 動 資 産 

現 金 預 金 

受 取 手 形 

営 業 未 収 金 

有 価 証 券 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

短 期 貸 付 金 

未 収 入 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 輛 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

建 設 仮 勘 定 

土 地 

無 形 固 定 資 産 

借 地 権 

電 話 加 入 権 

その他の無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

出 資 金 

関係会社株式及び出資金 

繰 延 税 金 資 産 

長 期 前 払 費 用 

敷 金 保 証 金 

 

17,558,126 

5,672,745 

291,760 

3,386,452 

1,500,000 

27,156 

6,610,183 

65,171 

－ 

26,573 

△21,917 

12,396,027 

10,556,122 

3,493,833 

349,248 

118,141 

1,138,996 

6,112 

－ 

5,449,789 

55,247 

46,397 

7,123 

1,727 

1,784,657 

179,823 

160 

58,000 

1,484,018 

27,805 

34,850 

（負債の部） 

流 動 負 債 

支 払 手 形 

営 業 未 払 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

親 会 社 未 払 金 

未 払 消 費 税 等 

未 払 費 用 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労引 当 金 

資 産 除 去 債 務 

 

4,859,641 

 100,000 

2,358,880 

668,732 

128,199 

234,859 

159,584 

215,760 

147,476 

846,147 

3,026,400 

2,751,724 

62,500 

212,176 

負 債 合 計 7,886,041 

（純資産の部） 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

 資 本 準 備 金 

 その他資本剰余金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

評価・換算差額等 

有 価 証 券 評 価 差 額 金 

  

22,024,592 

100,000 

12,234,830 

6,570,090 

5,664,740 

9,689,762 

129,084 

8,222,000 

1,338,678 

43,519 

43,519 

 

純 資 産 合 計 22,068,112 

資 産 合 計 29,954,154 負債・純資産合計 29,954,154 
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２   損 益 計 算 書 

(平成３０年４月 １ 日から

平成３１年３月３１日まで) 
（単位：千円） 

科 目 金 額 

営 業 収 益 

営 業 原 価 

 

 

37,070,084 

35,105,782 

営 業 総 利 益  1,964,301 

販売費及び一般管理費  581,083 

営 業 利 益  1,383,218 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 

そ の 他 収 益 

営 業 外 費 用 

そ の 他 費 用 

 

35,938 

51,818 

 

840 

 

 

87,756 

 

840 

 経 常 利 益  1,470,134 

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

特 別 損 失 

固 定 資 産 処 分 損 

そ の 他 特 別 損 失 

 

12,489 

 

 

11,785 

 

12,489 

 

 

11,785 

税引前当期純利益 

法 人 税 等 

法 人 税 等 調 整 額 

 

 

 

 1,470,839 

595,126 

△37,627 

当 期 純 利 益  913,340 
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３   株主資本等変動計算書 

(平成３０年４月 １ 日から

平成３１年３月３１日まで) 
       (単位：千円) 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 資本準備金 

その他 

資本剰余金 資本剰余金

合計 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 会社分割 

処分差益 

別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

前期末残高 

(３０／３) 
100,000 11,478,090 756,740 12,234,830 129,084 7,854,000 1,219,971 9,203,055 

 

 

【当期変動額】          

利益準備金    0    0  

別途積立金    0  368,000 △368,000 0  

剰余金の配当    0   △426,633 △426,633  

当期純利益    0   913,340 913,340  

自己株の取得    0    0  

自己株の処分    0    0  

株主資本以外

の項目の当期

変動額 (純額) 

   0    0  

当期変動額 

合計 
0 0 0 0 0 368,000 118,706 486,706 0 

当期末残高 

(３1／３) 
100,000 11,478,090 756,740 12,234,830 129,084 8,222,000 1,338,678 9,689,726 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 評価・換算差額等 

純資産合計 

株主資本合計 
その他有価証券 

評価差額金 

前期末残高 

(３０／3) 
21,537,886 50,880 21,588,766 

【当期変動額】    

利益準備金 0  0 

別途積立金 0  0 

剰余金の配当 △426,633  △426,633 

当期純利益 913,340  913,340 

自己株の取得 0  0 

自己株の処分 0  0 

株主資本以外

の項目の当期

変動額 (純額) 

0 △7,360 △7,360 

当期変動額 

合計 
  486,706 △7,360 479,346 

当期末残高 

(３１／３) 
22,024,592 43,519 22,068,112 
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４   個 別 注 記 表 
 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準および評価方法 

（１）有価証券の評価基準および評価方法 

    その他有価証券 

     時価のあるもの         決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算出） 

     時価のないもの         移動平均法による原価法 

（２）たな卸資産の評価基準および評価方法  

    貯蔵品              移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産            建物（建物附属設備を含む）および車両運搬具は定

額法 

上記以外については定率法 

（２）無形固定資産            定額法 

３．引当金の計上方法 

（１）貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

（２）賞与引当金 

    従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額基準に基づき計上しております。 

（３）退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌期から費用処理しております。 

（４）役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）リース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（２）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 


